
総 務 費
保 険 給 付 費
後期高齢者支援金等
前期高齢者納付金等
老 人 保 健 拠 出 金
介 護 納 付 金
共 同 事 業 拠 出 金
保 健 事 業 費

そ の 他 の 支 出
歳 出 合 計

支出額
（千円）

支出額の
構成割合科　　　目

歳

　
　
　
　出

21,569 0.3%
4,295,763 67.9%

731,291 11.6%
581 0.0%

24 0.0%
307,687 4.9%
825,211 13.1%

57,987 0.9%
48

80,570
0.0%
1.3%

6,320,731 100.0%

18.8%国 民 健 康 保 険 税
24.8%国 庫 支 出 金

5.5%県 支 出 金
4.8%療養給付費交付金

22.7%前期高齢者交付金
13.2%共 同 事 業 交 付 金

7.7%一 般 会 計 繰 入 金
2.4%繰 越 金

基 金 積 立 金0.0%基 金 繰 入 金
0.1%そ の 他 の 収 入

100.0%歳 入 合 計

収入額
（千円）

収入額の
構成割合科　　　目

歳

　
　
　
　入

1,241,013
1,634,967

363,979
315,662

1,497,070
866,151
510,211
158,462

0
8,161

6,595,676

営業収益 714,108営業費用 516,163
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　公営企業は、民間企業のように物やサービスの提
供に対する料金などの収入によって運営する会計
で、官公庁会計方式ではなく企業会計方式で会計事
務を行ないます。
　本市では、平成26年度までは水道事業（簡易水道
事業を含む）と工業用水道事業の２つの会計があり
ましたが、平成27年度からは下水道事業も新たに企
業会計方式の会計事務に移行しました。

水道事業
　事業収益（収入）は7億4,170万1千円となり、前年
度と比較して2,052万7千円（2.84％）の増収となりま
した。一方、事業費（支出）は5億7,058万7千円とな
り、前年度と比較して3,705万7千円（6.95％）の増と
なりました。
　本年度の損益は1億7,111万4千円の純利益となり、
前年度と比べて1,653万円の減益となりました。

工業用水道事業
　事業収益は、新会計制度への移行などにより6,008
万5千円となり、前年度と比較して、2,384万3千円
（65.79％）の増収となりました。一方、事業費は、
4,215万3千円となり、前年度と比較して、791万9千円
（23.13％）の増となりました。
　本年度の損益は1,793万2千円の純利益となり、前年
度と比べて1,592万5千円の増益となりました。

　平成 26 年度の年間平均の国保加入世帯数は 7,412 世帯、被保険者数は 13,380 人でした。
被保険者の内訳は、一般被保険者 12,551 人、退職被保険者 829 人です。前年度と比較して、
加入世帯は 40 世帯の減、被保険者は 301 人の減となっています。
　決算収支は、歳入総額が 65 億 9,567 万 6,133 円、歳出総額が 63 億 2,073 万 514 円で、歳
入総額から歳出総額を差し引いた額は 2億 7,494 万 5,619 円となりました。

平成26年度の 主な事業 と 決算額国民健康保険特別会計
歳入歳出決算

公営企業会計  決算

保育所の運営費 17 億 8,000 万円
児童手当支給 12 億 4,600 万円
児童扶養手当支給 ２億 5,200 万円
子どもの医療費助成 ２億 4,200 万円

障害福祉サービス給付 ８億 6,000 万円
医療扶助費 １億 9,000 万円
生活扶助費 １億 5,100 万円
重度心身障害者医療費 8,300 万円

西合志南中学校改修事業 ２億 6,900 万円
合志中学校改修事業 ２億 4,900 万円
南ヶ丘小学校改修事業 １億 7,400 万円

介護保険特別会計繰出金 ５億 3,800 万円
後期高齢者医療広域連合負担金（療養給付費）
 ４億 5,600 万円
菊池環境保全組合負担金（ごみ処分） ３億円

子育て

福祉 健康・環境

教育

健全化判断比率

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

24年度

なし

なし

8.9%

なし

25年度

なし

なし

7.9%

なし

26年度

なし

なし

7.1%

なし

早期健全化
基準

13.13％

18.13％

25％

350％

財政再生
基準

20％

30％

35％

本市の健全化判断比率

※比率がないものは「なし」で表示しています。

●問い合わせ先
　健康づくり推進課　国保年金班（西合志庁舎）
　☎242－1183

●問い合わせ先
　上下水道課（合志庁舎）☎248－1159
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度と比較して2,052万7千円（2.84％）の増収となりま
した。一方、事業費（支出）は5億7,058万7千円とな
り、前年度と比較して3,705万7千円（6.95％）の増と
なりました。
　本年度の損益は1億7,111万4千円の純利益となり、
前年度と比べて1,653万円の減益となりました。
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　事業収益は、新会計制度への移行などにより6,008
万5千円となり、前年度と比較して、2,384万3千円
（65.79％）の増収となりました。一方、事業費は、
4,215万3千円となり、前年度と比較して、791万9千円
（23.13％）の増となりました。
　本年度の損益は1,793万2千円の純利益となり、前年
度と比べて1,592万5千円の増益となりました。

　平成 26 年度の年間平均の国保加入世帯数は 7,412 世帯、被保険者数は 13,380 人でした。
被保険者の内訳は、一般被保険者 12,551 人、退職被保険者 829 人です。前年度と比較して、
加入世帯は 40 世帯の減、被保険者は 301 人の減となっています。
　決算収支は、歳入総額が 65 億 9,567 万 6,133 円、歳出総額が 63 億 2,073 万 514 円で、歳
入総額から歳出総額を差し引いた額は 2億 7,494 万 5,619 円となりました。

平成26年度の 主な事業 と 決算額国民健康保険特別会計
歳入歳出決算
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児童扶養手当支給 ２億 5,200 万円
子どもの医療費助成 ２億 4,200 万円

障害福祉サービス給付 ８億 6,000 万円
医療扶助費 １億 9,000 万円
生活扶助費 １億 5,100 万円
重度心身障害者医療費 8,300 万円

西合志南中学校改修事業 ２億 6,900 万円
合志中学校改修事業 ２億 4,900 万円
南ヶ丘小学校改修事業 １億 7,400 万円

介護保険特別会計繰出金 ５億 3,800 万円
後期高齢者医療広域連合負担金（療養給付費）
 ４億 5,600 万円
菊池環境保全組合負担金（ごみ処分） ３億円
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